
１　取組の概要

２　対象事業の概要

□使用料 □手数料 □負担金 ■その他（なし ）

事業の開始時期 　平成19年度に導入の検討を開始

※施設が複数個所に及ぶ場合は別に資料を作成してください。

減免制度

類似施設
（民間の施設を含む）

なし

類似施設との違い なし

運営方法

■直営 （平成２７年度の職員体制）　正職員　６人，臨時職員　１人，嘱託職員　　　人

□指定管理又は委託

（委託等の内容）

（平成２７年度の職員体制）　正職員　　人，臨時職員　　人

料金制度

利用対象者 　建設業者等

事業内容

　現在，入札書の郵送により実施している一般競争入札を，インターネット回線を使用した方法に
よる電子入札システムの利用により，インターネットを通じた入札に移行する。

事業名 　建設工事等電子入札システムの導入

事業目的
・入札の公正性・透明性の向上を図る
・入札参加者の利便性の向上を図る

事業の実施根拠 「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の規定に基づく「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(国土交通省)

平成２７年度　行政評価シート

取組名 　電子入札の導入

取組の概要 　電子入札を導入し，入札の公正性・透明性の向上，入札参加者の利便性の向上を図る。

取組の実施予定時期 　平成２８年度 所管部局 　総務部契約課
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３　対象事業の運営状況

（１）収支状況 （単位：千円）

人工

金額

人工

金額

（２）入札件数等

（３）電子入札導入に係る試算

Ｈ２７年度

（見込み）

入札件数（件） 595

（実績） （実績）

617 632 －

－

68 58

379 410

17

応札者数（人） 3,703 3,628 4,524

72 －

88

-44,684 -44,513

合計（B）

455 －

45,316 44,684

差引(合計(A)-合計(B)) -45,379 -45,316

正職員
6

1

支
出

1,315 1,324 1,352 1,349

45,379

6

44,513

1

125

6 6

－

44,513

※人件費（正職員分）は， 平成２４年度７，３４４千円，平成２５年度７，３３２千円，平成２６年度７，２２２千円，平成２７年度は７，１９４千円で計算
すること。

年度　　

予定価格ごとの入札件数（件）

－

人件費 45,379 45,316 44,684

入札事務に係る
用紙代，事務用
品代，電子複写
機使用料は積算
不能

事業費 0 0 0 0

合計（A） 0 0 0 0

（決算） （決算） （決算見込） （予算）

収
入

経費の内容 　建設工事等入札に携わる契約課職員人件費

年度　　 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度
備考

　　内訳

1

Ｈ２６年度
備考

年度末現在の状況 （実績）

44,064 43,992 43,332 43,164

正職員
以外

1

1億円以上 32 24

導入コスト（円）

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

200万円未満

200～2,999万円

3,000～9,999万円 116

　なし人工減の見込み

年度運用コスト（円） 6,480,0004,104,000
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（４）見直し，改善等の経過

４　取組に係る他市の状況

５　評価等の結果

　評価区分　　Ａ（予定どおり推進），Ｂ（見直し），Ｃ（取組中止）

２次評価
(行政評価
検討会議)

H23 郵便入札の拡大

１次評価
(所管部局)

行政評価懇談会
での主な意見

（対象事業等について）

（見直しの取組について）

※取組に係る他市の状況について，札幌，函館及び他の中核市１市の状況を記入してください。

函館市

中核市 　中核市４２市中３５市で導入済(平成25年度調)

　導入していない

H25

B

　平成２５年度から建設工事等の競争入札の全てを郵送方式とするなど，入札参加
者の移動コストの低減や事務処理の効率化を進めており，入札参加者からも一定の
評価を得ている。郵便方式の導入などにより，計画の当初と比べると現状の電子入
札システム導入のメリットが低くなっているため，審査・入札同時方式などの本市の実
情に合った機能を持つシステムの導入の可能性について検討を進める。

札幌市 　導入済

市名 状況

全ての競争入札を郵送方式とした

年度 内容

H19 条件付き一般競争入札の拡大と指名競争入札の原則禁止，事後審査型一般競争入札(郵送方式)の導入など
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